
 （参 考） 

令和２年度地方債計画について 

 

令和２年度地方債計画については、引き続き厳しい地方財政の状況の下で、地方財源の不足に

対処するための措置を講じ、また、地方公共団体が防災・減災・国土強靱化のための緊急対策、

公共施設等の適正管理及び地域の活性化への取組み等を着実に推進できるよう、所要の地方債資

金の確保を図ることとするとともに、東日本大震災に関連する事業を円滑に推進できるよう、所

要額についてその全額を公的資金で確保を図ることとして、通常収支分、東日本大震災分のそれ

ぞれについて策定している。 

 

１ 通常収支分 
 

(1) 概況 

総額は１１兆７，３３６億円となり、前年度に比べて２，７２１億円、２．３％の減と

なっている。 

このうち、普通会計分は９兆２，７８３億円で、前年度に比べて１，５００億円、 

１．６％の減、公営企業会計等分は２兆４，５５３億円で、前年度に比べて１，２２１億

円、４．７％の減となっている。 
 

(2) 臨時財政対策債の発行 

地方財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として臨時財政対策債３兆

１，３９８億円（前年度に比べて１，１７１億円、３．６％の減）を計上している。 
 

(3) 防災・減災・国土強靱化のための緊急対策の推進 

① 「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成 30 年 12 月 14 日閣議決定、

以下「３か年緊急対策」という。）」に基づく補助事業等の着実な推進のため、防災・

減災・国土強靱化緊急対策事業４，７７８億円を計上している。 

② 地方公共団体が、「３か年緊急対策」に基づく事業と連携しつつ、緊急に自然災害を

防止するための社会基盤の整備に取り組んでいけるよう、緊急自然災害防止対策事業に

おいて、対象事業を拡充（道路等）することとし、３，０００億円を計上している。 

③ 地方公共団体が、緊急的に河川等の浚渫を実施できるよう、緊急浚渫推進事業を創設

（地方財政法を改正）することとし、９００億円を計上している。 
 

(4) 緊急防災・減災事業の推進 

地方公共団体が、引き続き喫緊の課題である防災・減災対策に取り組んでいけるよう、

緊急防災・減災事業において、対象事業を拡充（指定避難所や災害拠点施設等の浸水対策

等）することとし、５，０００億円を計上している。 
 

(5) 公共施設等の適正管理の推進 

地方公共団体が、引き続き公共施設等の適正管理に積極的に取り組んでいけるよう、 

公共施設等適正管理推進事業において、長寿命化に係る事業等の対象を拡充（砂防関係施

設等）することとし、４，３２０億円を計上している。 
 



(6) ICT インフラ整備の推進 

Society5.0 の実現に向けて、その基盤となるインフラである光ファイバ等の整備が全国

的に推進されるよう、地域活性化事業の対象を拡充するとともに、過疎対策事業に特別分

を創設している。 

 

(7) 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進 

上・下水道、交通、病院等住民生活に密接に関連した地方公営企業の社会資本の整備を

着実に推進することとし、「３か年緊急対策」及び事業の実施状況等を踏まえ、所要額を

計上している。 

 

(8) 公営企業会計の適用の推進 

地方公営企業への公営企業会計の適用が円滑に実施されるよう、公営企業会計の適用に

要する経費について、公営企業債の対象とすることとし、所要額を計上している。 

 

(9) 地方債資金の確保 

公的資金については、前年度と同程度の公的資金を確保するとともに、民間等資金につ

いては、その円滑な調達を図るため、市場公募地方債の発行を引き続き推進することとし

ている。 

 

 

２ 東日本大震災分 

 

(1) 概況 

復旧・復興事業として総額２４億円を計上している。 

 

(2) 地方債資金の確保 

東日本大震災分については、その所要額について全額を公的資金で確保することとして

いる。 

 

 

  



【参考１】通常分・特別分の状況（通常収支分と東日本大震災分の合計） 

（単位：億円、％）    

区 分 
令 和 ２ 年 度 

(A) 

令 和 元 年 度 

(B) 

増 減 額 

(A)-(B) (C) 

増 減 率 

(C)/(B)×100 

普通会計分 

通  常  分 

特 別 分 

臨時財政対策債 

財 源 対 策 債 

退 職 手 当 債 

調 整 

９２，７９８ 

５２，８００ 

３９，９９８ 

３１，３９８ 

７，７００ 

８００ 

１００ 

９４，２９４ 

５２，９２６ 

４１，３６８ 

３２，５６８ 

７，９００ 

８００ 

１００ 

△ １，４９７ 

△ １２６ 

△ １，３７１ 

△ １，１７１ 

△ ２００ 

０ 

０ 

△ １．６ 

△ ０．２ 

△ ３．３ 

△ ３．６ 

△ ２．５ 

０．０ 

０．０ 

公営企業会計等分 ２４，５６２ ２５，７９０ △ １，２２８ △ ４．８ 

総   計 

通 常 分  

特 別 分  

１１７，３６０ 

７７，３６２ 

３９，９９８ 

１２０，０８４ 

７８，７１６ 

４１，３６８ 

△ ２，７２５ 

△ １，３５４ 

△ １，３７１ 

△ ２．３ 

△ １．７ 

 △ ３．３ 
 

（注）１ 公営企業会計等分はすべて通常分である。 

     ２ 財源対策債については、公共事業等債等の内数である。 

 

 

【参考２】地方債資金の構成内訳（通常収支分と東日本大震災分の合計） 

（単位：億円、％）     

区       分 

令和２年度計画 令和元年度計画 差 引 増 減 率 

(A) 

構成比 

(B) 

構成比 

 

(A)-(B) 

(C) 

 

(C)/(B) 

×100 

公 的 資 金 

財 政 融 資 資 金 

地方公共団体金融機構資金 

（国の予算等貸付金） 

民 間 等 資 金 

市 場 公 募 

銀 行 等 引 受 

47,571 

29,346 

18,225 

(  249) 

69,789 

38,500 

31,289 

40.5 

25.0 

15.5 

- 

59.5 

32.8 

26.7 

47,920 

29,527 

18,393 

(  286) 

72,164 

39,400 

32,764 

39.9 

24.6 

15.3 

- 

60.1 

32.8 

27.3 

△349 

△181 

△168 

(  △37) 

△2,376 

△900 

△1,475 

△0.7 

△0.6 

△0.9 

( △12.9) 

△3.3 

△2.3 

△4.5 

合       計 117,360 100.0 120,084 100.0 △2,725 △2.3 
 

（注）１ 市場公募地方債については、借換債を含め 7兆 900 億円（前年度同額）を予定している。 

２ 国の予算等貸付金の（ ）書は、災害援護資金貸付金などの国の予算等に基づく貸付金を 

財源とするものであって合計には含めていない。 


